
１. 通学路等における交通安全の確保
「通学路等における交通安全の確保及び飲酒運転の根絶に係る緊急対策」 に基づく主な施策の進捗状況

○通学路における合同点検の実施及び対策必要箇
所の抽出

・小学校の通学路を対象に合同点検を実施し、全国で７万6,404箇所の対策必要箇所を抽出（令和３年12月末時点）（文科省、国交
省、警察庁）
・全国の自治体に対して「放課後児童クラブの来所・帰宅経路の安全点検の実施について（依頼）」を発出（令和３年10月18日）
（厚労省）

○子供の安全な通行を確保するための道路交通環
境の整備の推進

・合同点検で抽出した対策必要箇所について、実施担当別の対策必要箇所数（令和３年12月末時点）は、学校・教育委員会 ３万
7,862箇所、道路管理者３万9,991箇所、警察１万6,996箇所であり、令和３年度補正予算（道路管理者：国費500億円、警察：国費６
億円）等を活用し、可能なものから速やかに対策を実施（文科省、国交省、警察庁）

○「可搬式速度違反自動取締装置」の更なる整備
の推進及び効果的な速度違反取締り

○子供を始めとする歩行者の安全確保のための交
通安全教育・指導取締り

○登下校時の子供の安全確保

○「未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対
策」に基づく安全安心な歩行空間の確保

・令和元年中に実施した「未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路の緊急安全点検」の結果を踏まえ、道路管理者に
おいて対策必要とされた約２万8,000箇所のうち約２万3,000箇所、警察において対策必要とされた約7,400箇所のうち約7,200箇所
について対策を完了（令和３年３月末時点）（国交省、警察庁）

・通学路等における速度規制の実効性確保のため、可搬式速度違反自動取締装置の整備を推進（令和３年度末までに新たに17台
整備し、全国で116台となる予定）するとともに、同装置の積極的・効果的な活用による取締りについて都道府県警察に指示（令
和３年11月30日）（警察庁）

・歩行者に対しては、横断する意思を明確に伝えるなど、自らの安全を守るための交通安全教育を実施（警察庁）
・運転者に対しては、歩行者等の保護意識の向上を図る交通安全教育を実施（警察庁）
・令和３年秋の全国交通安全運動期間中に通学路における全国一斉取締りを実施するなど、登下校時間帯に重点を置いた指導取締り
を強化したほか、横断歩行者等妨害等に対する指導取締りの推進について都道府県警察に指示（令和３年11月30日）（警察庁）
・教職員や児童生徒の交通安全等に関する意識の向上を図り、児童生徒自身に、安全に身を守るための能力を身につけさせる安全教
育の取組の推進（文科省）

・登下校時の見守り活動の充実を図るため、スクールガード等ボランティアの養成・資質向上に向けたスクールガード・リーダー
への活動支援など、見守り体制の一層の強化 (文科省)
・千葉県八街市において、通学路の安全確保に関する調査研究を実施し、その効果や課題の検証を実施。（文科省）

２．飲酒運転の根絶
○安全運転管理者の未選任事業所の一掃等、飲酒
運転の根絶に向けた使用者対策の強化

・自動車保管場所証明業務との連携等による未選任事業所の把握や、ウェブサイト上での情報公開により安全運転管理者の選任の
促進を図っているほか、安全運転管理者の業務として、運転前後におけるアルコール検知器を用いた酒気帯びの有無の確認等を新
たに義務付けるため、道路交通法施行規則の改正等を実施
（令和４年４月より順次施行）（警察庁）

○飲酒運転根絶に向けた交通安全教育及び広報
啓発活動等の推進

・令和３年秋の全国交通安全運動の全国重点として「飲酒運転等の悪質・危険な運転の根絶」を掲げ、地域、職域等における
「飲酒運転等を絶対にしない、させない」という規範意識の確立に向けた広報啓発活動を推進（内閣府）
・飲酒運転の危険性等について積極的な広報啓発を行うとともに、飲酒が運転等に与える影響について理解を深めるため、映
像機器や飲酒体験ゴーグルを活用した参加・体験型の交通安全教育など効果的な取組を推進（警察庁）

○飲酒運転等の根絶に向けた取締りの一層の強化
・ＰＤＣＡサイクルに基づく取締り管理、飲酒運転者の周辺者に対する捜査の徹底等、飲酒運転等の根絶に向けて推進すべき事
項について都道府県警察に通達（令和３年８月５日）（警察庁）

○運送事業用自動車での飲酒運転根絶に向けた取
組強化

・運送事業者に対してアンケートを実施し、運送事業者独自の取組について情報収集。さらに、優良取組事例を抽出してヒアリ
ングを行う等、詳細な調査を実施中。（国交省）
・運送事業者による運転者の指導・監督時の実施マニュアルへのアルコール依存症の記載拡充に向けて作業中。（国交省）
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通学路等における交通安全の確保
通学路における合同点検の実施及び対策必要箇所の抽出状況（概要）

表 通学路における対策必要箇所の抽出結果

※ １箇所につき複数の機関が対策を実施する場合等があるため、各実施機関による対策箇所数の合計は対策必要箇所（全体数）と一致しない。

○ 令和３年６月に千葉県八街市で、下校中の小学生の列にトラックが衝突し、５人が死傷する

交通事故が発生したことを受けて、全国の約１万９千校の小学校の通学路を対象として、教育委員会、

学校、PTA、道路管理者、警察等による合同点検を実施。

○ 合同点検で抽出した対策必要箇所について、関係機関が連携して対策案を検討し、地域の実情に

対応した効果的な対策を可能なものから速やかに実施。

○ 令和３年12月末時点の対策必要箇所の抽出結果については次のとおり。
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対策必要箇所（全体数） ７万6,404箇所

教育委員会・学校による対策箇所 ３万7,862箇所

道路管理者による対策箇所 ３万9,991箇所

警察による対策箇所 １万6,996箇所



子供の安全な通行を確保するための道路交通環境の整備の推進

【「ゾーン３０プラス」による生活道路における交通安全対策】

整備前

整備後

●歩道の設置 ●防護柵の設置

●カラー舗装の実施

●速度規制の実施

●大型通行禁止規制の実施
●横断歩道の設置

【幹線道路と生活道路の機能分化】

整備後

●道路幅（歩道＋車線）
の拡幅

●交差点改良
（右折レーンの設置）
整備後

【安全・安心な歩行空間の整備】

・道路管理者による対策
（対策必要箇所数 ３万9,991箇所）
・警察による対策
（対策必要箇所数 １万6,996箇所）

【きめ細かな交通規制の実施】
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●押ボタン式信号
の設置

●信号機の
歩車分離化

整備後整備後

【令和３年度補正予算（国費）】
・（道路管理者による対策）
ガードレール等の防護柵などの交通安全施設等の整備、歩道の設置等 500億円

・（警察による対策）
押ボタン式信号の設置等の交通安全施設等の整備 6億円



「可搬式速度違反自動取締装置」の更なる整備の推進及び効果的な速度違反取締り

可搬式速度違反自動取締装置の整備等

従来の速度取締装置では、取締り場所の制約、相当数の警察官の動員の必要性が課題

定置式速度違反取締装置
（現場検挙）

○相当数の警察官の動員が必要
○違反車両を引き込む場所の確保が必要

固定式速度違反自動取締装置
（事後捜査）

○取締装置が大型
○取締り場所が固定

課題・必要性

○大型装置の設置が困難な通学路・生活道路・ゾーン３０等での取締りを可能とする機器の必要性
○少数の警察官の配置で取締りを可能とする機器の必要性

【特長】
○ 小型で持ち運びが可能
○ 省スペースで使用可能
○ 少人数での使用が可能

○ 効果的・合理的な取締りの推進
○ 子供の通行の安全確保のためには、自動車の走行速度を低下させるための対策が急務

可搬式速度違反自動取締装置による取締り状況

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

整備数(式) ＊１ 6 17 39 60 99 116
取締状況(件・枚) ー ー 1,493 5,069 11,568 11,515

可搬式速度違反自動取締装置整備状況等の推移（全国）

※１ 各年度末の整備状況 令和３年度は年度末の予定数
※２ 各年中の取締状況 令和３年は６月末の数値

※２
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子供を始めとする歩行者の安全確保のための交通安全教育・指導取締り
登下校時の交通安全教育 歩行シミュレータを活用した交通安全教育

SNS等を活用した交通安全教育 運転者への歩行者保護意識向上の啓発活動

① 秋の全国交通安全運動期間中の通学路における全国一斉取締りの実施
日時：令和３年９月30日

午前７時から午前９時及び午後３時から午後５時までの計４時間
場所：各都道府県警察が選定した重点的に交通指導取締りを行うべき通学路

（いわゆる重点通学路）
結果：警察官約１万5,900人を動員し、約１万4,700件の交通違反を検挙。

② 横断歩行者等妨害等違反の指導取締り
○ 都道府県警察に対し、歩行者が横断中の事故が多発している路線に

おける歩行者被害事故の減少を目標とした指導取締りの推進を指示。
○ 各都道府県警察において、歩行者事故の発生状況を分析の上、一斉

取締りを実施するなど、歩行者保護に重点をおいた指導取締りを実施。

○ 児童生徒等を取り巻く多様な危険を的確に捉え、児童生徒等の発達段階や学校段階、地域特性に
応じた取組の推進が必要
○ 地域間・学校間・教職員間の差を解消し、全ての学校で質の高い学校安全の取組を推進
できる指導力の確保が必要

交通安全教室講習会

○被害者・加害者にならないための交通安全教育
○交通安全教室での効果的な指導方法
○自転車・二輪車等通学手段に応じた指導方法 等

児童生徒等が安全に関する
資質・能力を身に付ける

児童生徒等の死亡事故の
発生件数の減少

児童生徒等の障害や重度の
負傷を伴う事故の減少

教職員等の安全対応能力の向上

都道府県等における教職員等への研修の実施 小学校新１年生向けリーフレットの作成・配布

○防犯、防災、交通安全に関する注意事項をクイズ
形式で学べるリーフレット「たいせつないのちとあ
んぜん」を作成し、全国の新１年生全員に配布

交通安全教育

指導取締り
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学校、通学路の安全確保に向け、昨今の児童生徒の尊い命を奪う交通事故等の発生も踏まえ、スクール
ガード・リーダーによる見守りの充実や、スクールガード等のボランティアの養成・資質向上を促進することに
より、警察や保護者、PTA等との連携の下で見守り体制の一層の強化を図る。

○スクールガード・リーダーによる指導、見
守り活動に対する謝金、各学校を定期的に
巡回するための旅費等の補助

○学校等の巡回活動等を円滑にするためにス
クールガード・リーダーの連絡会等の開催
を支援、装備品の充実

○通学路で子供たちを見守るスクールガード
の防犯に対する知識、非常時の対応策等を
身に付けさせるための養成講習会を実施

○活動の参考となる資料を配布することによ
る見守りの質の向上

○「登下校防犯プラン」等に基づく、登下校
時のパトロールや地域の連携の場構築など
防犯活動への支援

○子供の見守り活動に係る帽子や腕章など
の消耗品費、ボランティア保険料の補助

スクールガード・リーダーの
育成支援

スクールガード・リーダーに
対する活動支援

スクールガード（ボランティア）
の養成・資質向上

スクールガード増員による
見守りの強化及び活動に対する支援

○スクールガード・リーダーの資質を備えた
人材（警察官OB・教職員OB・防犯協会役員
等）に対する育成講習会の実施

地域ぐるみで子供の
安全を守る体制構築

スクールガード・リーダー育成
講習会、スクールガード養成講習会
の開催に係る経費を補助し、
見守りの人材確保と質の向上

スクールガード・リーダーが
スクールガードに対して、
見守り活動・警備上のポイントや
不審者対応等について指導・助言

登下校時の子供の安全確保

「地域の連携の場」
の構築など地域全体
で見守る体制を強化

国公私立学校

警察

地域住民
保護者
PTA

スクールガード
(学校安全ボランティア)地域のつなぎ役

スクールガード・
リーダー

防犯

○ 令和３年９月から、千葉県八街市において、通学路における児童生徒の安全を確保するための方策を検証する調査研究

事業を実施

・交通安全教育の充実

・通学路の安全確保のための取組（見守り要員、警備員等の確保）

・本事業の効果等の調査分析（スクールバスの維持運営の課題、アンケートの実施）

通学路の安全確保に関する調査研究
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安全運転管理者の未選任事業所の一掃等、飲酒運転の根絶に向けた使用者対策の強化

＜取組の概要＞
○ 各業界を所管する府省庁と連携し、安全運転管理者の選任義務を始めとした自動車の使用者の義務を周知
○ 安全運転管理者等に対する講習の機会等を通じたアルコール検知器やドライブレコーダーの活用促進
○ 安全運転管理者の未選任事業所の効果的・効率的な把握や選任の促進
・ 自動車保管場所証明業務との連携
- 自動車保管場所証明情報の活用により未選任事業所を把握し、選任に向けた指導等を徹底
- 自動車保管場所証明申請受理時の質問等を通じた未選任事業所の把握

・ 安全運転管理者の選任状況を都道府県警察のウェブサイト上で公開
（公開状況��公開済14県(12月3日時点)、その他の都道府県も令和３年度中に公開予定）

○ 道路交通法施行規則を改正（令和３年11月10日公布）し、安全運転管理者の業務として、運転者の運転前後に
おけるアルコール検知器を用いた酒気帯びの有無の確認等を義務化
〔道路交通法施行規則の改正の概要〕
○ 令和４年４月１日施行分
・ 運転前後の運転者に対し、当該運転者の状態を目視等で確認することにより、当該運転者の酒気帯び
の有無を確認すること

・ 上記の確認の内容を記録し、当該記録を１年間保存すること
○ 令和４年10月１日施行分
・ アルコール検知器を用いて上記の確認を行うこと
・ アルコール検知器を常時有効に保持すること

※ より多くの事業所において早期にアルコール検知器を用いた酒気帯びの確認が行われるよう、事業者に
対し積極的な実施を促すことを都道府県警察へ通達。

※ 乗車定員が11人以上の自動車については１台以上、その他の自動車については５台以上（大型自動二輪又は普通自動二輪はそれ
ぞれ１台を0.5台として計算）を使用する自動車の使用者は、自動車の使用の本拠ごとに安全運転管理者を選任する必要がある。

７



○ 交通安全教育

飲酒疑似
ゴーグルの活用

運転シミュレータ
の活用

○ 広報啓発活動

コンビニエンスス
トアにおける啓発
活動

コインパーキング
における啓発活動

飲酒運転根絶
決起大会

広報啓発用
チラシの配布

関係機関・団体との連携

○ 広報啓発用ポスター

○ 関係業界に対する取組の要請 ○ ハンドルキーパー運動

※ （一財）全日本交通安全協会等が推進している運動。自動車によりグループ
で酒類提供飲食店に来た時は、その飲食店の協力を得て、グループ内で酒を飲ま
ず、他の者を自宅まで送り届ける者（ﾊﾝﾄﾞﾙｷｰﾊﾟｰ）を決め、飲酒運転を根絶しよ
うとするもの。

飲酒運転根絶に向けた交通安全教育及び広報啓発活動等の推進
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飲酒運転等の根絶に向けた取締りの一層の強化
「通学路等における交通安全の確保及び飲酒運転の根絶に係る緊急対策」（令和３年８月４日交

通安全対策に関する関係閣僚会議）を踏まえ、「飲酒運転等の根絶に向けた取締りの一層の強化等
について（通達）」を都道府県警察に発出（令和３年８月５日）

１ PDCAサイクルに基づく取締り管理
P → 違反や飲酒運転に起因する交通事故の発生状況分析

→ 飲酒場所、車両の駐車場所、走行経路等の情報分析
→   有効な取締り時間・場所・方法等を導き出して取締り方針を策定

D → 方針に従い、交通検問等による取締りを実施
C → 効果検証
A → 次の取締り方針へ反映

今後の取組

飲酒運転対策取組状況

２ 飲酒運転者の周辺者に対する捜査の徹底
車両等の提供者、飲酒場所、同乗者等に対する徹底した捜査

→ 車両、酒類の提供について徹底した捜査
→ 要求、依頼しての同乗、教唆行為について確実な立件

引き続き、PDCAサイクルに基づく取締り管理を推進するとともに、アルコール検知器等の飲酒取締りに活用される機材の整備を図
り、効果的な飲酒運転取締りを実施していく。

通達概要

飲酒運転取締り強化プロジェクトチーム
○ 取組内容

令和３年10月から年末までの３か月間、
県内各署からの派遣要請に対応するほか、飲
酒運転に起因する交通事故の発生場所、検挙
場所等の分析を基によう撃捜査を実施し、取
締りを強化。

○ 体制
交通部内各課から編成された10人、車両４台

○ 取締り状況（10月中）
飲酒運転 39件 ※県全体検挙件数の約４割を占める。

千葉県

県下一斉昼間飲酒運転取締り
○ 取組内容

令和３年９月24日、県下各警察署において、
飲酒運転に起因する交通事故の発生状況の分
析結果等に基づき取締り場所を選定し、検問
等により飲酒運転等の一斉取締りを実施。

○ 体制
機動警察隊、交通機動隊、県下12警察署266人、車両137台

○ 取締り状況
過積載重量制限超過違反、携帯電話使用等違反 等 150件を検挙

滋賀県

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年
令和２年
９月末

令和３年
９月末

559 566 559 495 495 360 363

25,864 26,629 26,043 24,939 21,963 16,199 13,652

車両等提供 96 103 92 74 81 59 50

酒類提供 51 32 45 40 55 38 33

同乗 694 640 774 732 693 473 454

酒気帯び

周辺３罪

飲酒運転検挙件数の推移

酒   酔   い

９



運送事業用自動車での飲酒運転根絶に向けた取組強化

運送事業者による更なる飲酒運転対策の促進

運送事業用自動車の飲酒傾向の強い運転者への対策

○ 運送事業者に対してアンケートを実施し、運送事業者独自の取組について情報収集。さらに、優良取組事例を抽出してヒアリングを
行う等、詳細な調査を実施中。

【詳細調査中の優良取組事例の例】
テキストやビデオを活用した安全教育家族への協力依頼文書の発出専門医受診等による依存症の確認 独自マニュアルの作成・活用

○ アルコール依存症に関する有識者の専門的知見や他分野における教育資料
について情報収集。運送事業者がアルコール依存症に関して理解を深め、飲酒
傾向の強い運転者に対して適切な指導・監督が実施できるよう、実施マニュア
ルにアルコール依存症関係の記載を拡充予定。

【追記を検討している情報の例】

・ アルコール依存症の概要や検査方法等の基礎知識
・ アルコール依存症の治療法等の医学的知見
・ 飲酒傾向の強い者に対する対応方法の例

○○運輸

□□バス

△△タクシー

指導・監督時の実施マニュアル
を全国の運送事業者に展開 10


